
 酪農をはじめとした畜産業の環境負荷を軽減するた
めに牛肉や乳製品を食べることを控えるという運動
が世界的に広がりを見せています。

 実際に日本政府は、食料に関して「生産から加工、廃
棄に至るまでCO2の排出といった環境負荷が生じ
る可能性がある」との見解を示しており、特に肉類に
ついて「飼料の生産・輸送に伴うCO2排出に加え、家
畜の消化器からのメタンの発生」により、温室効果ガ
ス排出量が多いと指摘しました。

 世界の農業から排出される温室効果ガスのうち、畜
産関係の比率は2019年現在で全体の半数以上を
占めており、なかでも牛肉は、畜産業全体の温室効
果ガス排出量の約65％と食品から排出される温室
効果ガスの中で突出して多い状況となっています。

 これは牛の消化活動において、牛の胃で発生して
げっぷとして排出されるメタンには、CO2に比べて
25倍以上の温室効果があるためです。また、排せつ
物からは一酸化二窒素が発生し、これにはCO2の約
298倍の温室効果があるといった要因があります。

 世界の畜産物を含む食料需要は人口増加とともに
将来的に増加する見通しであり、脱炭素社会を目指
す上で無視できない問題になっています。そこで、日
本や欧米を中心に、牛のげっぷや排せつ物から出る
メタンの排出を抑える餌や排せつ物処理技術の開発、
メタン排出が少ない牛を増やすための研究などが進
められています。また、私たちの食生活においては、
牛肉の代わりに大豆など植物由来の「代替肉」を食
べることなどが、温室効果ガス削減に繋がるという
ことで注目されています。

 2021年11月に開催されたＣＯＰ２６（第２６回国連
気候変動枠組み条約締約国会議）において、世界の
メタン排出量を２０３０年までに２０年比で３０％削減
する国際的な枠組み「グローバル・メタン・プレッジ」
が発足し、１００を超える国・地域が参加を表明してお
り、畜産業における脱炭素への取り組みは、今後世
界的にますます活発化していくと思われます。

温室効果ガス排出量比率が高い畜産業。脱炭素化に向けた技術開発が活発化しています

当資料のお取扱いについては最終ページのご留意事項をご覧ください。

畜産も脱炭素の時代へ

牛のげっぷやふん尿は地球温暖化の促進要因
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※脱炭素とは、CO2（二酸化炭素）などの温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることをいい、「カーボンゼロ」や「カーボンニュートラル」ということもあります。

世界的に脱炭素牛をめぐる技術開発が進む
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※2018年現在。119カ国38,000以上の営利農場のデータを基に、サプライ
チェーンで排出される食品1kgあたりの温室効果ガスの合計量でランキング化

（出所）Our World in Dataを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
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（出所）FAO（国際連合食糧農業機関）「World Food And Agriculture Statistical 
Yearbook 2021」を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

牛肉は農場での温室

効果ガス排出が多く、
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（出所）農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し（世界の超長期食料需
給予測システムによる予測結果）」を基に三井住友トラスト・アセットマネジメ
ント作成
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